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説 明 書 
 
報告第16号 専決処分の報告について（島田市こども発達支援センター条例の一 

部を改正する条例） 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法

律（令和４年法律第104号）が令和４年12月に公布され、令和７年10月１日から施行され

ることに伴い、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）を引用する条文を整理する必要が生じたため、地方自治法（昭和22年法

律67号）第180条第１項の規定及び市長の専決処分事項の指定により専決処分をしたの 

で、同条第２項の規定により報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第61号 島田市議会議員及び島田市長の選挙における選挙運動の公費負担に 

関する条例の一部を改正する条例について 

令和７年６月に公布された公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第

200号）の施行を受け、島田市議会議員及び島田市長の選挙における選挙運動に関し、選

挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成に係る公費負担の限度額を引き上げるた 

め、条例の一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第62号 島田市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい 

て 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５号）

の施行に伴い、現行の１日につき２時間の範囲において30分単位で取得できる部分休業

に加えて、新たに１年につき勤務日10日相当の範囲内で１日又は時間単位で取得できる

部分休業の規定を加えるなど、法の施行に必要な事項を定めるため、条例の一部を改正

し、令和７年10月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第63号 島田市水道事業給水条例の一部を改正する条例について  

令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、災害などの非常時に他の市町村長等が指定を

した業者による給水装置工事を可能とし、迅速な復旧を行えるようにするため、条例の

一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第64号 島田市下水道条例の一部を改正する条例について 



令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、災害などの非常時に他の市町村長等が指定を

した工事店による公共下水道の排水設備工事を可能とし、迅速な復旧を行えるようにす

るため、条例の一部を改正し、公布の日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第65号 令和６年度島田市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

令和６年度未処分利益剰余金のうち、4,000万円を自己資本金へ組み入れ、9,000万円

を建設改良積立金に積み立て、その残余を翌年度繰越利益剰余金とするため、地方公営

企業法（昭和27年法律第292号）第32条第２項の規定により、議会の議決を求めるもので

す。 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 9 分） 
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新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市こども発達支援センター条例 

（事業） 

第３条 島田市こども発達支援センター（以下「センター」という｡)は、次に掲げる

事業を行う。 

(1) 省略

(2) 省略

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号。第５条において「障害者総合支援法」という｡)第５条第19項に規定す

る特定相談支援事業（第５条において「特定相談支援事業」という｡) 

(4) 省略

報告第16号 
参 考 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 10 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

（事業） 

第３条 島田市こども発達支援センター（以下「センター」という｡)は、次に掲げる

事業を行う。 

(1) 省略

(2) 省略

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号。第５条において「障害者総合支援法」という｡)第５条第18項に規定す

る特定相談支援事業（第５条において「特定相談支援事業」という｡) 

(4) 省略
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 1 時 37 分） 
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新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市議会議員及び島田市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する 

 （選挙運動用ビラの作成に係る公費の支払） 

第９条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る｡)が同条の契約に基づ

き、当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当

該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価

が８円38銭を超える場合には、８円38銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該

候補者を通じて、法第142条第１項第６号に定める枚数（島田市議会議員又は島田

市長の選挙の一部無効による再選挙については、公職選挙法施行令（昭和25年政令

第89号）第132条の７第１項の表法第142条第１項第６号のビラの数の項に定める枚

数。以下同じ｡)の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところにより、

当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る｡)を乗じて得た金額

（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする｡)を、第７条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作

成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担の限度額） 

第10条 第７条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合の公費負担の限度額は、

候補者１人について、８円38銭に選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が、法

第142条第１項第６号に定める枚数を超える場合には、同号に定める枚数）を乗じ

て得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする｡)とする。 

 （選挙運動用ポスターの作成に係る公費の支払） 

第13条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る｡)が同条の契約に基づ

き当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、

当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作

成単価が、586円88銭に当該選挙区におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額

に31万6,250円を加えた金額を当該選挙区におけるポスター掲示場の数で除して得

た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする。以下「単価の

限度額」という｡)を超える場合には、当該単価の限度額）に当該選挙運動用ポス

ターの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙区におけるポスター掲示場の数に相

当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところにより、当該候

補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る｡)を乗じて得た金額を、第

11条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業と

する者に対し支払う。 

議案第61号 
参 考 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 1 時 38 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

条例 

 （選挙運動用ビラの作成に係る公費の支払） 

第９条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る｡)が同条の契約に基づ

き、当該契約の相手方であるビラの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当

該契約に基づき作成された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単価

が７円73銭を超える場合には、７円73銭）に当該選挙運動用ビラの作成枚数（当該

候補者を通じて、法第142条第１項第６号に定める枚数（島田市議会議員又は島田

市長の選挙の一部無効による再選挙については、公職選挙法施行令（昭和25年政令

第89号）第132条の７第１項の表法第142条第１項第６号のビラの数の項に定める枚

数。以下同じ｡)の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところにより、

当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る｡)を乗じて得た金額

（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする｡)を、第７条後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの作

成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担の限度額） 

第10条 第７条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合の公費負担の限度額は、

候補者１人について、７円73銭に選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が、法

第142条第１項第６号に定める枚数を超える場合には、同号に定める枚数）を乗じ

て得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする｡)とする。 

 （選挙運動用ポスターの作成に係る公費の支払） 

第13条 市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る｡)が同条の契約に基づ

き当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、

当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該作

成単価が、541円31銭に当該選挙区におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額

に31万6,250円を加えた金額を当該選挙区におけるポスター掲示場の数で除して得

た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とする。以下「単価の

限度額」という｡)を超える場合には、当該単価の限度額）に当該選挙運動用ポス

ターの作成枚数（当該候補者を通じて当該選挙区におけるポスター掲示場の数に相

当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところにより、当該候

補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る｡)を乗じて得た金額を、第

11条後段において準用する第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、

当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業と

する者に対し支払う。 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 12 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市職員の育児休業等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という｡)第２条第１項、第３条第２項、第５条第２項（育

児休業法第12条及び第19条第６項において準用する場合を含む｡)、第７条、第８

条、第10条第１項及び第２項、第14条及び第15条（これらの規定を育児休業法第17

条において準用する場合を含む｡)、第17条、第18条第３項並びに第19条第１項から

第３項まで及び第５項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施するため、職員の

育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（部分休業をすることができない職員） 

第22条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 省略

(2) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務

員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。次条にお

いて同じ｡) 

（第１号部分休業の承認） 

第23条 育児休業法第19条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業（以下「第１号部分休業」という｡)の承認は、30分を単位として行う

ものとする。 

２ 勤務時間条例第14条の規定による特別休暇（労働基準法第67条の規定に基づくも

のに限る。以下「育児時間」という｡)又は勤務時間条例第15条の２第１項の規定に

よる介護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く｡)に対する第１号

部分休業の承認については、１日につき２時間から当該育児時間又は当該介護時間

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日につき、当該非常勤

職員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減じた時間を超えな

い範囲内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第61条の２第20項の規

定による介護をするための時間（以下「介護をするための時間」という｡)の承認を

受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間か

ら当該育児時間又は当該介護をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減

じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

（第２号部分休業の承認） 

議案第62号 
参 考 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 13 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という｡)第２条第１項、第３条第２項、第５条第２項、第

７条、第８条、第10条第１項及び第２項、第14条及び第15条（これらの規定を育児

休業法第17条において準用する場合を含む｡)、第17条、第18条第３項並びに第19条

第１項及び第２項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施するため、職員の育児

休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（部分休業をすることができない職員） 

第22条 育児休業法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 省略

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職員以

外の非常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員等」という｡)を除く｡) 

（部分休業の承認） 

第23条 部分休業（育児休業法第19条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ｡)

の承認は、勤務時間条例第７条第１項に規定する正規の勤務時間（非常勤職員（定

年前再任用短時間勤務職員等を除く。以下この条において同じ｡)にあっては、当該

非常勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わりにおいて、30分を単位

として行うものとする。 

２ 勤務時間条例第14条の規定による特別休暇（労働基準法第67条の規定に基づくも

のに限る。以下「育児時間」という｡)又は勤務時間条例第15条の２第１項の規定に

よる介護時間の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く｡)に対する部分休

業の承認については、１日につき２時間から当該育児時間又は当該介護時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該非常勤職員に

ついて１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減じた時間を超えない範囲

内で（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第61条第32項において読み替

えて準用する同条第29項の規定による介護をするための時間（以下「介護をするた

めの時間」という｡)の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を超えな

い範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介護をするための時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で）行うものとする。 
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第24条 育児休業法第19条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業（以下「第２号部分休業」という｡)の承認は、１時間を単位として行

うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定

める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であっ

て、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間

数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時

間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第19条第２項の条例で定める１年の期間） 

第25条 育児休業法第19条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌

年３月31日までとする。 

（育児休業法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定

める時間） 

第26条 育児休業法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例

で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とす

る。 

(1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に10を乗じて得

た時間 

（育児休業法第19条第３項の条例で定める特別の事情） 

第27条 育児休業法第19条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申

出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定によ

る変更（以下「第３項変更」という｡)をしなければ同項の職員の小学校就学の始期

に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

（部分休業をしている職員についての給与条例の特例） 

第28条 職員が育児休業法第19条第１項に規定する部分休業の承認を受けて勤務しな

い場合には、給与条例第12条第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、給与条例第16条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第29条 育児休業法第19条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で

定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第30条 省略 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第31条 省略 

（委任） 

第32条 省略 
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（部分休業をしている職員についての給与条例の特例） 

第24条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与条例第12条第１項

の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例第16条に規定する勤

務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第25条 第14条の規定は、部分休業について準用する。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第26条 省略 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第27条 省略 

（委任） 

第28条 省略 
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○附則第３項関係（島田市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例）

（給与の減額）

第16条 省略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る｡)であって、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定

により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている

児童を含む。以下この項において同じ｡)を養育するため、１日の勤務時間の全部又

は一部を勤務しないことをいう｡)、高齢者部分休業（当該職員が60歳に達した日後

の最初の４月１日以後の日で当該職員が申請において示した日から当該職員に係る

定年退職日までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことをい

う｡)、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ｡)、父母、子、配偶者の父母

その他市長が定める者で負傷、疾病又は老齢により市長が定める期間にわたり日常

生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ｡)の介護をするため、勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇をいう｡)、介護時間（当該職員が

要介護者を介護するため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であ

ると認められた場合における休暇をいう｡)又は不妊治療休暇（職員が不妊の治療を

受けるため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう｡)

の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１

時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

○附則第４項関係（島田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例）

（給与の減額）

第18条 省略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る｡)であって、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定

により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている

児童を含む。以下この項において同じ｡)を養育するため、１日の勤務時間の全部又

は一部を勤務しないことをいう｡)、高齢者部分休業（当該職員が60歳に達した日後

の最初の４月１日以後の日で当該職員が申請において示した日から当該職員に係る

定年退職日までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことをい

う｡)、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ｡)、父母、子、配偶者の父母

その他管理者が定める者で負傷、疾病又は老齢により管理者が定める期間にわたり
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○附則第３項関係（島田市上下水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例）

（給与の減額）

第16条 省略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る｡)であって、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定

により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている

児童を含む。以下この項において同じ｡)を養育するため、１日の勤務時間の一部を

勤務しないことをいう｡)、高齢者部分休業（当該職員が60歳に達した日後の最初の

４月１日以後の日で当該職員が申請において示した日から当該職員に係る定年退職

日までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことをいう｡)、介護

休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下この項において同じ｡)、父母、子、配偶者の父母その他市長

が定める者で負傷、疾病又は老齢により市長が定める期間にわたり日常生活を営む

のに支障があるものをいう。以下同じ｡)の介護をするため、勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇をいう｡)、介護時間（当該職員が要介護者を

介護するため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認めら

れた場合における休暇をいう｡)又は不妊治療休暇（職員が不妊の治療を受けるた

め、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう｡)の承認を

受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につ

き、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

○附則第４項関係（島田市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例）

（給与の減額）

第18条 省略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明

治29年法律第89号）第817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求

に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る｡)であって、当該職員が現

に監護するもの、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第27条第１項第３号の規定

により同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている

児童を含む。以下この項において同じ｡)を養育するため１日の勤務時間の一部を勤

務しないことをいう｡)、高齢者部分休業（当該職員が60歳に達した日後の最初の４

月１日以後の日で当該職員が申請において示した日から当該職員に係る定年退職日

までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことをいう｡)、介護休

暇（当該職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。以下この項において同じ｡)、父母、子、配偶者の父母その他管理者

が定める者で負傷、疾病又は老齢により管理者が定める期間にわたり日常生活を営
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日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ｡)の介護をするため、勤務し

ないことが相当であると認められる場合における休暇をいう｡)、介護時間（当該職

員が要介護者を介護するため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められた場合における休暇をいう｡)又は不妊治療休暇（職員が不妊の治

療を受けるため、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇をい

う｡)の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 
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むのに支障があるものをいう。以下同じ｡)の介護をするため、勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇をいう｡)、介護時間（当該職員が要介護者

を介護するため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当であると認め

られた場合における休暇をいう｡)又は不妊治療休暇（職員が不妊の治療を受けるた

め、勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇をいう｡)の承認を

受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につ

き、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 15 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市水道事業給水条例 

（工事の施行） 

第６条 給水装置工事は、市長又は市長が法第16条の２第１項の指定をした者（以下

「指定給水装置工事事業者」という｡)が施行する。ただし、災害その他非常の場合

において、市長が他の市町村長（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第７条

の規定により置かれた水道事業の管理者を含む。以下この項において同じ｡)又は他

の市町村長が法第16条の２第１項の指定をした者が給水装置工事を施行する必要が

あると認めるときは、この限りでない。 

２ 省略 

３ 省略 

議案第63号 
参 考 

-18-



（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 16 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

（工事の施行） 

第６条 給水装置工事は、市長又は法第16条の２第１項の規定により給水装置工事を

適正に施行することができる者として市長が指定したもの（以下「指定給水装置工

事事業者」という｡)が施行する。 

２ 省略 

３ 省略 
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 18 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市下水道条例 

（排水設備等の工事の実施） 

第８条 排水設備等の新設等の工事は、次に掲げる工事を除き、市長の指定を受けた

者（以下「指定工事店」という｡)でなければ行ってはならない。 

(1) 市長が特に知識及び技能を有すると認める者が行う除害施設の工事

(2) 災害その他非常の場合において、市長が他の市町村長（地方公営企業法（昭和

27年法律第292号）第７条の規定により置かれた公共下水道事業の管理者を含

む。以下この号において同じ｡)の指定を受けた者に工事を行わせる必要があると

認めるときに、当該他の市町村長の指定を受けた者が行う工事 

２ 省略 

３ 省略 

（指定の申請） 

第９条 前条第１項の指定を受けようとする者及び前条第３項の規定により指定の更

新を受けようとする者は、企業管理規程で定めるところにより、市長に申請しなけ

ればならない。 

（指定工事店の指定） 

第10条 市長は、前条の規定により指定の申請をした者が次の要件のいずれにも適合

していると認めるときは、指定工事店として指定しなければならない。 

(1)  

省略 

(3)  

(4) 次のいずれにも該当しないこと。

ア 工事業者（法人にあっては、代表者。以下この号において同じ｡)が破産手続

開始の決定を受けて復権を得ない者であること。 

イ 工事業者が責任技術者としての登録を取り消されてから２年を経過しない者

であること。 

ウ 省略

エ 第14条第２項の規定により指定を取り消されてから２年を経過しない者であ

ること。 

オ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると市長が認めるに

足りる相当の理由がある者であること。 

カ 工事業者が精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正

に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない

者であること。 

２ 省略 

議案第64号 
参 考 

～
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（最終印刷日時：2025/07/31 午後 2 時 19 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

（排水設備等の工事の実施） 

第８条 排水設備等の新設等の工事は、市長の指定を受けたもの（以下「指定工事

店」という｡)でなければ行ってはならない。ただし、除害施設の工事について、市

長が特に知識及び技能を有すると認めるものが行うときは、この限りでない。 

２ 省略 

３ 省略 

（指定の申請） 

第９条 前条第１項の指定を受けようとするもの及び前条第３項の規定により指定の

更新を受けようとするものは、企業管理規程で定めるところにより、市長に申請し

なければならない。 

（指定工事店の指定） 

第10条 市長は、前条の規定により指定の申請をしたものが次の要件のいずれにも適

合していると認めるときは、指定工事店として指定しなければならない。 

(1)  

省略 

(3)  

(4) 次のいずれにも該当しないこと。

ア 工事業者（法人にあっては、代表者。以下この号において同じ｡)が破産手続

開始の決定を受けて復権を得ないものであること。 

イ 工事業者が責任技術者としての登録を取り消されてから２年を経過しないも

のであること。 

ウ 省略

エ 第14条第２項の規定により指定を取り消されてから２年を経過しないもので

あること。 

オ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると市長が認めるに

足りる相当の理由があるものであること。 

カ 工事業者が精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正

に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない

ものであること。 

２ 省略 

～
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３ 省略 

（占用料） 

第33条 第31条第１項の規定による占用の許可を受けた者（以下「占用者」という｡)

は、占用料を納付しなければならない。ただし、次に掲げる占用物件については、

この限りでない。 

(1)  

省略 

(3)  

(4) 地方公共団体の行う事業で地方公営企業法第２条第１項に規定する地方公営企

業以外の事業に係る占用物件 

２ 省略 

～
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３ 省略 

（占用料） 

第33条 第31条第１項の規定による占用の許可を受けた者（以下「占用者」という｡)

は、占用料を納付しなければならない。ただし、次に掲げる占用物件については、

この限りでない。 

(1)  

省略 

(3)  

(4) 地方公共団体の行う事業で地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第

１項に規定する地方公営企業以外の事業に係る占用物件 

２ 省略 

～
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